
１．対応方針別表１の該当部分
番号 409
事項名 地方公務員の臨時的任用期間の延長
規制の特例措置
の概要

地方公務員の臨時的任用期間は現行６ヶ月以内で、１回に限り更新が認めら
れているが、特区において、その任用期間の延長について、必要な範囲内で
措置する。

２．基本方針別表１に記載する内容
特定事業の名称 地方公務員に係る臨時的任用事業
措置区分 法律
特例措置を講ずべ
き法令等の名称及
び条項

地方公務員法第２２条第２項から第５項まで

特例措置を講ずべ
き法令等の現行規
定

地方公務員の臨時的任用期間は現行６ヶ月以内で、１回に限り更新をするこ
とができる。

特例措置の内容 １　 地方公共団体が、その設定する構造改革特別区域において、次の①～③
に掲げる場合のいずれかに該当し、又は該当すると見込まれるため臨時的任
用を行うことが必要であると認めて内閣総理大臣の認定を申請し、その認定を
受けたときは、当該認定の日以後は、当該認定に係る職について次の①～③
に掲げる場合に行う臨時的任用については、地方公務員法（昭和二十五年法
律第二百六十一号）第二十二条第二項から第五項までの規定は、適用しない
こととする。
①　当該地方公共団体がその職務の遂行について資格要件を必要とする職
について地方公務員法第二十二条第二項又は第五項の規定に基づく臨時的
任用を行っている場合において、当該構造改革特別区域における人材の需給
状況等にかんがみ、同条第二項後段又は第五項後段の規定により更新され
た任用の期間の満了の際現に任用している職員以外の者をその職に任用す
ることが困難であるとき。
②  当該地方公共団体が特定の分野に関する職務に職員を従事させることに
より、当該職員の資質の向上が図られ、ひいては当該構造改革特別区域にお
ける当該特定の分野に係る人材の育成が図られると認められる場合におい
て、当該職務に係る職について一年を超えて臨時的任用を行うことが必要で
あるとき。
③　当該構造改革特別区域における住民の生活の向上、行政の効率化等を
図るために行う当該構造改革特別区域における当該地方公共団体の事務及
び事業の見直しに応じた業務量の一時的な変化により生ずる職制又は定数
の改廃等に効率的かつ機動的に対処する必要がある場合において、その職
について一年を超えて臨時的任用を行うことが特に必要であるとき。



特例措置の内容 ２　上記１の規定により認定を受けた地方公共団体であって人事委員会を置く
ものにおいては、任命権者（地方公務員法第六条第一項に規定する任命権者
及びその委任を受けた者をいう。以下同じ。）は、人事委員会規則で定めると
ころにより、当該認定に係る職について、人事委員会の承認を得て、六月を超
えない期間で臨時的任用を行うことができる。この場合において、その任用
は、人事委員会の承認を得て、採用した日（その職に同法第二十二条第二項
の規定に基づき臨時的任用をされている職員をこの規定に基づき引き続き任
用する場合にあっては、同条第二項の規定に基づき採用した日）から三年を
超えない範囲内に限り、六月を超えない期間で更新することができる。ただし、
上記１の①～③に掲げる場合に該当しないときは、更新することはできない。
３　上記２の場合において、人事委員会は、必要に応じ、臨時的任用につき、
任用される者の資格要件を定めるものとする。
４　人事委員会は、上記２、３の規定に違反する臨時的任用を取り消すことが
できる。
５　上記１の認定を受けた地方公共団体であって人事委員会を置かないもの
においては、任命権者は、当該認定に係る職について、六月を超えない期間
で臨時的任用を行うことができる。この場合において、その任用は、採用した
日（その職に地方公務員法第二十二条第五項の規定に基づき臨時的任用を
されている職員をこの規定に基づき引き続き任用する場合にあっては、同条
第五項の規定に基づき採用した日）から三年を超えない範囲内に限り、六月
を超えない期間で更新することができる。ただし、上記１の①～③に掲げる場
合に該当しないときは、更新することはできない。
６　上記１の認定を申請する地方公共団体においては、任命権者は、上記２又
は上記５の規定による臨時的任用の適正な実施を確保するため、当該臨時的
任用の状況の公表その他の必要な措置を講ずるものとする。

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続き

特になし

※本特例措置を内容とする「構造改革特別区域法の一部を改正する法律案」を第156回国会に提
出しているところ。



１．対応方針別表１の該当部分
番号 410
事項名 ロケット打上げ射場における衛星機能確認のための無線通信の免許手続き

の簡素化

規制の特例措置
の概要

ロケット打上げ射場における国内衛星の打ち上げ前の機能確認に係る無線局
免許手続きについて、人工衛星の無線局免許手続きを省略するとともに、地
上実験設備（無線局）についてはロケット打上げ計画に沿った長期的な使用を
可能とする。

２．基本方針別表１に記載する内容
特定事業の名称 国内衛星の地上での無線通信免許手続き簡素化事業
措置区分 訓令
特例措置を講ずべ
き法令等の名称及
び条項

電波法関係審査基準

特例措置を講ずべ
き法令等の現行規
定

人工衛星に設置される無線局については、宇宙空間での使用及び予め地上
で行われる打ち上げ前の機能確認のために、それぞれ無線局免許手続きが
必要である。また、人工衛星の機能を確認する際に使用される地上に設置さ
れる確認用の無線局（実験局）は、個々の人工衛星毎に無線局免許を取得す
る必要がある。

特例措置の内容 宇宙空間で使用する国内の人工衛星の無線局について、既存無線局との
混信保護条件を満たす場合には、当該無線局の予備免許の段階で、打上
げ前の機能確認のために通信を行うことを可能とし、当該機能確認のた
めの通信に係る無線局免許手続きを不要とする。また、人工衛星の機能
を確認する際に使用される地上に設置される確認用無線局（実験局）に
ついては、ロケットの打ち上げ計画に沿って継続的に使用するもので
あって、同様に既存無線局との混信保護条件を満たす場合には、５年を
限度として、個々の人工衛星毎の免許取得によらず、当該ロケットの打
ち上げ計画に沿った期間の長期的な使用を可能とする。

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続き

特になし


